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Abstract 

2022  以降、ビ ネスの現場では生成 AI の導入が加速し、各 ・地域の政府、地方自治体においても AI の実

装を検討する動きが活発になってきた。公共団体が AI のような先端技術・システムを調達する 、課題となっているの

が、民間と比べ、専門知識・知見が不足している点である。米 では 2023  末以降、カリフォ ニア州サンノゼ市を中

心とした自治体・政府機関が連携し、 GovAI Coalition （GovAI 連合）として、標準的契約条項や技術評価基

準、活用事例などの情報の共有に乗り出している。本稿は、GovAI 連合の形成と発展を取り上げ、そこで CIO が果た

した役割を 複数の流れフレ ムワ ク を用いて考察する。 

Keyword:  Chief Information Officer、Artificial Intelligence、公共調達、複数の流れフレ ムワ ク 
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1.  はじめ  

OpenAI 社が 2022  11  に大規模言語モ  （LLM）を用いた 章生成 AI（Artificial Intelligence、人工知能）

 ChatGPT を公開してから、世界各 の企業や政府での業務に生成 AI の導入を模索する動きが広がった。 [Noy, 

Shakked, and Whitney Zhang, 2023][2]は、生成 AI 導入によって生産性が向上したとの実験結果を公表しており、業務の

効率化に対する期待が官民で高まった。先行する民間に続き、各 の政府機関や自治体においても AI の実装を試みる動き

は加速すると見られる。 

多くの公共調達と同様、政府機関や自治体による AI の公共調達でも、透明性を確保しながら、最適な技術・製品を採

用するためには、専門知識や知見が重要になる。ただし、AIは米 や欧州、 本などの 西側諸  において、  タ プラッ 

フォ   や先端スタ  アップ企業が開発・実装を主導しているケ スが多く、ベンダ と調達側（公共部門）の間には一般に、

専門知識や情報に関する大きな非対称性が存在している。世界経済フォ ラム（WEF）の 4 次産業革命ネッ ワ クセン

タ （C4IR）[3]は 2020  、    などと共に AI は，政府の業務を大幅に改善し、交通管理から医療提供、納税申告

書の処理に至るまで、新しい方法で市民のニ ズに応えることに役立つ可能性を有する と指摘した上、AI 調達に当たって公

共部門の職員には専門的知識が不足し、倫理的な検討事項が不明確なことも多いといった課題を示した。そして、各 政

府が公共調達プ セスを再考するよう指導し、AI Procurement in a Box と名付けたガ ドラ ンを示し、それぞれの域内で検

討するよう提唱した。 

また、 [Aboelazm, 2025][4]は、公共部門が AI 調達に当たって、 説明責任と透明性、完全性、先端技術におけるエラ 

への対処 といった点で難題に直面し、調達要件に沿って開発を求めることが重要になっていることを概説した。その上で、どの

ような調達・開発に関する情報の開示が AI ガバ ンスに影響を及ぼすのか今後の重要な  課題になると指摘している。 

2.  仮説 分析方法 

本稿は、まず、米 の公共部門による AI 活用に向けた情報共有の事例を取り上げる。具体的には、米 の自治体や政

府機関が AI 調達・活用のノウハウを共有する GovAI Coalition （GovAI 連合）に焦点を当て、形成と発展の経緯を概説

した。 

その上で、リサ チクエスチョンとして GovAI 連合のような自発的な取り組みが、『なぜ』、『どのように』して、起きたのか を 

げ、次のような仮説を設定した。仮説は、 GovAI       発展  いて、技術    知識  どまらず、事業（公共

サービス・ガバナンス・組織運営）  いても豊かな知見を持つ CIO（Chief Information Officer）が重要な  を果たし

てきた1 というものである。この仮説を検証するため、 [Herweg, Nicole, Christian Huß, and Reimut Zohlnhöfer, 2015][5]

による 複数の流れフレ ムワ ク（Multiple Streams Framework） を援用した。特に CIO が 政策起業家（Policy 

Entrepreneur） 、 政治起業家（Political Entrepreneur） として、機能していることを考察した。本稿による新規的な分

析は、今後 AI 導入が課題となる 本の地方自治体・政府機関にとっても参考になる。  

 

3.   GovAI Coalition 

3.1 発足の経緯 

 

1 米連邦政府は 1996年の IT管理改革法（Clinger Cohen Act ／一般に Information Technology Management 

Reform Act； ITマネジメント改革法）に基づき, CIOのためのコア・コンピタンスを設定した. 連邦政府の CIOハンド

ブックは, CIOを「技術の進歩とミッション領域に対応できる熟練した人材」と定義している. 
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GovAI連合は、2023 11 にサンノゼ市が主導したオンラ ン 議で発足した団体であり、公共部門において、責任と目

的を明確化したAI の導入を進めることを げ、公共調達に必要な枠組みの構築に当たっている。2025 2 現在で約600

の自治体・政府機関から約 1700 人の専門家が参加。ボ ドメンバ は， シリコンバレ  の中心であるサンノゼ市（カリフォ 

ニア州）、 ングビ チ市（カリフォ ニア州）、サンアン ニオ市（テキサス州）、サン ィエゴ市（カリフォ ニア州）、セン ポ

  市（ミネソタ州）、コ ラド州歳入局、オレゴン州 ラ カウンティ都市交通地区（TriMET）という 7 つの自治体・機関が

担っている。 

GovAI 連合の結成のきっかけは、サンノゼ市の CIO と担当部門が AI 公共調達において、直面した課題と危機感にあった。 

サンノゼ市によると、同市は 2023  秋、AI の調達に当たって、理解を深めるため、複数の AI 技術ベンダ に対し、プラ バ

シ と  タの利用に関する詳細な情報を求めた。その 、小規模なベンダ は積極的に回答した一方、著名ベンダ のほとん

どはサンノゼ市が納得する十分な回答を示すことがなかった。この結果は、サンノゼ市にとって、公共調達における官民の情報の

非対称性が顕在化した格好となった。サンノゼ市の  タ ・プラ バシ ・チ ムは、AI の能力と限界について基本的な理解を

得ないまま、公共サ ビスに AI を導入することに危機感を覚え、このような事態を回避するため、公共団体同士で連携する枠

組みの必要性を呼びかけることになる。結果、2023  11  に約 50 の自治体と機関が参加したオンラ ン 議が開かれ、そ

の場で GovAI 連合発足が決まった。 

連合形成において中心的役割を担ったと目されるアクタ が、サンノゼ市の Director of Information Technology / Chief 

Information Officer (CIO)を務める Khaled Tawfik 氏である。 

Tawfik 氏は 1997  に民間企業のシステム開発部門でキ リアをスタ  し、官民双方で調達に携わってきた。サンノゼ市

CIO に就任する前、2016  から 2022  まではカリフォ ニア州ア バ ン市の CIO を務め、2021  の民間シンクタンク主催

 a Top-10 Digital Cites Award での同市受賞に貢献した。その経歴を参照すると、民間企業でシステム開発・運用を経験

した後、公共部門の幹部や市政府の CIO として  タ  ランスフォ メ ションを主導し、政策策定・調整の知見を蓄えてきた

ことがうかがえる。 

Tawfik 氏は、サンノゼ市の CIO として、情報技術局（Information Technology Department）を統括し、3 か の  

技術計画の策定と執行にあたっている。市民生活の繁栄につながる技術の潮流を予見し、政策を実現することがパ パスとな

る。また、シリコンバレ に集まる  タ 企業や半導体企業などと連携し、 ノベ ションの促進をサポ  することも重要な役

割とされる。同氏は 2022  3  、サンノゼ市 CIO に就任するにあたって、 テクノ   は市の発展と成長の鍵である。私は効

果的な   を活用してコミュニティやビ ネスに関与し、サ ビスを向上させ、サンノゼ市を迅速で強靭な都市にする [8]と、市

民社 や事業の発展・連携を確約していた。 

3.2 組織の構成と CIO の役割 

GovAI 連合は現在、ボ ドの下、サンノゼ市が事務局を務め、さらに 導入支援  政策  共同購入  AI レ ス リ  ユ 

スケ ス  渉外 の 6 つの委員 が置かれている。それぞれの委員 は 7 つのボ ドメンバ 機関が代表（委員長）を担う仕

組みとなっている。さらに、各委員 の傘下に作業部 が設置され、具体的施策の企画・執行に当たっている。 

例えば導入支援委員 はサンノゼ市が委員長職を担い、その傘下で AI 政策・政策 ニュア   ファク シ  ・ベンダ 規

約 などの作業部 が課題に対応している。また、渉外委員 はコ ラド州歳入局とサンノゼ市が主導し、 政策・規制モニタ

リング  AI アドボカシ  などの作業部 が渉外や広報を実施。サンアン ニオ市と ングビ チ市が主導する共同購入委員 

は、メンバ （自治体・機関）が共同して AI を調達する枠組みを整え、民間ベンダ に対する交渉力の向上を図っているとい

う具合である。 
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GovAI 連合が 2024  12  に開催した サミッ 2024 のア ェンダやその他の発信を見ると、各市・機関の CIO（あるい

は CIO に相当する役職）と CIO 担当部門が運営や施策の実施を主導していることがうかがえる 2。 

 

図 1：GovAI    組織図 

 （GovAI Coalition.“Committees & Working Groups.”を参考に筆者作成） 

 

4. AI 時代 自治体 課題——公共調達 

4.1 GovAI 連合における公共調達の取り組み 

GovAI 連合について考察するに当たって、特に注視すべきは、AI の公共調達に存在する官民間の情報格差の存在であ

る。 

GovAI 連合は、発足の経緯で示した通り、上記の世界経済フォ ラムの C4IR が指摘した 公共部門の専門知識の不

足 、すなわち、公共調達における官民の情報の非対称性の解消を事実上、重要な政策ア ェンダと位置付けている。そして

 

2  GovAI連合のサミット 2024は，2024年 12月 4，5日にサンノゼ市で開催された．Tawfik氏のほか，サンディエ

ゴ市 CIOの Jonathan Behnke氏，TriMET CIOの Ethan Benatan氏，コロラド州歳入局 Security Officerの Anthony 

Fisher氏, セントポール市 CIOの Jaime Wascalus氏らが登壇し, GovAI連合の取り組み, リーダーシップについて議論

している． 
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連合はこれまでに、①標準的契約条項の共有、② 契約ハブ の形成——という 2 つの具体策によって専門知識の底上げに

動き出した。それぞれについて簡単に説明したい。 

4.2 標準的契約条項 

GovAI では発足初期から、 導入支援委員  傘下の ファク シ  ・ベンダ 規約 作業部 において、メンバ 機関が円

滑に契約・調達できるよう、標準的契約条項を盛り込んだ 2 種類のテンプレ  （AI ファク シ  、ベンダ 規約）をとりまと

め、公開している。 

 一の AI ファク シ  （AI Fact Sheet）は、ベンダ が提供する AI や関連システムの仕様や レ ニング  タ、試験  

タ、強靱性、制約などを書き込む内容となっており、企業が採用する 責任ある AI に関する  ・政策といった影響評価事

項も回答を求めている。 二のベンダ 規約（Vendor Agreement）は、メンバ 機関とベンダ の間の要件定義に関するテ

ンプレ  であり、AI・システムの定義や免責事項を書き込み、AI ファク シ  を添付する形となっている。 

いずれも AI に関する公共調達において争点となる事項を明示し、AI の調達経験が乏しいメンバ 自治体であっても利用し

やすい内容と言える。テンプレ  は、AI 技術の進展や普及に合わせて更新できる仕様となっている。 

4.3 GovAI 連合の AI 契約ハブ 

標準的契約条項の共有に加え、GovAI 連合は 2025  2  、メンバ 機関の AI の公共調達を促進するための AI 

Contract Hub（AI 契約ハブ） を公表した。AI 契約ハブは、連合の購入委員 と公共調達プラッ フォ ム企業 Pavilion

が連携して構築した ンタ ネッ 上の枠組みであり、連合のメンバ 機関が民間企業と契約する内容を一元的に管理・共有

できる。公共部門が、AI ベンダ との契約内容や倫理規定等を共有し、不利な公共調達になることを回避したり、手続の迅

速化を図ったりすることを目指しており、登録した公共部門は過去にメンバ が結んだ契約の内容や条件を検索、一覧できる

ようになる。 

GovAI 連合は、ハブを通じた契約・情報管理によって、公共部門が、①調達の迅速化とコス 削減、②契約条件の透明

性の向上と団体交渉力の強化、③多様な AI ベンダ とのアクセス拡大——といったメリッ を得られる。民間の AI ベンダ 側

にとっても、公共部門とのビ ネス機 が増え、標準化やガバ ンス慣行について示唆を得ることができるとしている。 

GovAI 連合に参加する自治体・機関は自らの契約内容を提供することを条件として、Pavilion 社が構築した ハブ を利用

できる。世界経済フォ ラムのC4IRが指摘した公共部門の専門知識の欠如などを補完し得る仕組みであり、今後、普及が進

むかどうか注視されよう。 

 

5. GovAI      ，施策展開    CIO     

5.1  複数の流れフレ ムワ ク  

ここからは、GovAI 連合の形成から自治体間情報共有体制の実現までの経緯を、 [Herweg, Nicole, Christian Huß, 

and Reimut Zohlnhöfer, 2015]で示された 複数の流れフレ ムワ ク を用いて考察したい。複数の流れフレ ムワ クでは、

まず、 問題の流れ と 政治の流れ 、 政策の流れ という三つの流れが合流した 、政策当事者が課題を認識する ア ェ

ンダの窓 が開き、政策・施策の検討が始まる。この検討を加速させる政策策定者や民間利害関係者が、 政策起業家 と

呼ばれる存在である。 
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次いで、政策・施策の検討作業の中で、三つの流れが一致することによって機関・施策決定がなされる 意思決定の窓 が

開き、個別の政策や施策は実行に移される。この段階では政治家や行政官、 ビ ス などの 政治起業家 がパッケ   ィ

  や譲歩、操作といった手法を駆使し、過半数の合意や政策執行を後押しするとされる。 

 

図 2：複数 流れフレームワーク 概念図 

 

 

（Herweg, Nicole, Christian Huß, and Reimut Zohlnhöfer. (2015, 445)の図“A Modified MSF”を参考に筆者作成） 

 

5.2  ア ェンダの窓 開放による連合形成 

このフレ ムワ クに沿って、最初に GovAI 連合の形成過程を読み解きたい。まず、米 においては、多くの先進 同様に、

公共部門の効率性向上を求める圧力が増している。一方、AI などの先端領域の専門知識は公共部門内に必ずしも蓄積さ

れていない。これが 問題の流れ として存在していた。そこで、2022  11  の ChatGPT 公開を契機に、生成 AI への関心が

高まり、AI の活用とリスク管理の徹底を求める 政治の流れ が発生した。一方、AI 調達を実行するに当たり、公共部門に蓄

積された専門知識は一般に乏しく、情報管理や価格交渉面での懸念は高まっていた。対応策の構築を急務とする 政策の

流れ も生まれていたと言える。 

こうした状況下、2023  秋に、サンノゼ市と民間企業の間でプラ バシ と  タをめぐる摩擦が起き、 問題の流れ は激し

さを増した。サンノゼ市では、このような摩擦への対策を講じ、再発を防ぐべきだという 政策の流れ が強まった。そして、公共部

門の AI に関する知識・ノウハウの蓄積を目指すべきであるという ア ェンダの窓 が開いた。この政策課題を解決する大きな柱

が、自治体・政府機関による GovAI 連合 を形成することであった。 

そして、 ア ェンダの窓 が開放される 、政策企業家として重要な役割を果たしたのが、前述したサンノゼ市CIOのTawfik

氏とそのスタッフだった。Tawfik 氏らは、官民でのシステム開発・設計の知見に加え、公共政策の立案・企画や政策的調整・
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交渉の経験を持っており、他の自治体, 政府機関に働き掛け、 AI 導入には、官民の情報非対称性を乗り越える必要があ

る というア ェンダを共有することに成功した。その帰結として、連合形成の流れが生まれたと言える。 

 

図 3：GovAI     へ 「アジェンダ 窓」 開放 経緯 

 

 

（Herweg, Nicole, Christian Huß, and Reimut Zohlnhöfer. (2015, 445)の図“A Modified MSF”を参考に筆者作成） 

 

5.3  意思決定の窓 開放による具体策の施行 

2023  11  に、GovAI 連合が発足した後も、効率化への要請と専門知識の欠如という 問題の流れ 、生成 AI の活

用とリスク管理の徹底を求める 政治の流れ は引き続き渦巻いていた。同時に、連合の各委員 ・作業部 で公共調達の

迅速化やコス 削減を促すための施策（代替策）が検討され、このような具体策を指向する 政策の流れ が沸き起こり、サ

 ビス・施策の検討と実現が強く進められることになる。 

三つの流れを合流へと押し進めたのが、GovAI 連合を主導するサンノゼ市やボ ドメンバ 機関の CIO、そして、AI 契約ハブ

（プラッ フォ ム）を提供する Pavilion 社であった。各自治体の CIO と Pavilion 社のメンバ らは、それぞれ先端技術の公

共調達に詳しく、官民双方の職歴を有する者も目立つ。彼らが政治起業家として、連合のサミッ や 合、交渉などで意見

のすり合わせを進めた結果、 意思決定の窓 は開かれ、標準的契約条項の共有にとどまらず、AI 契約ハブのような斬新なサ

 ビス・施策が動き出した。 
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図 4：AI 導入策施行 至 「意思決定 窓」 開放 経緯 

（Herweg, Nicole, Christian Huß, and Reimut Zohlnhöfer. (2015, 445)の図“A Modified MSF”を参考に筆者作成） 

 

6. 仮説 検証 

 本稿で整理した通り、GovAI 連合の形成において、サンノゼ市 CIO の Tawfik 氏と担当部門は政策起業家として、AI 公

共調達における官民の情報非対称性を政策ア ェンダとして提起し、対応策を検討する土壌を創出した。さらに、GovAI 連

合が 2023  に発足し、発展する段階においては、サンノゼ市や各メンバ 自治体・機関の CIO、担当部門は政治起業家とし

て、各委員 や サミッ 2024 で具体的施策に踏み切るための調整を進め、2025  2  の AI 契約ハブの創設に漕ぎ着け

た。 

すなわち、政策立案・企画や交渉力、システム設計に関する知見を持つ CIO は[Herweg, Nicole, Christian Huß, and 

Reimut Zohlnhöfer, 2015] における 政策起業家（Policy Entrepreneur）  および 政治起業家（Political 

Entrepreneur） の両方の役割を果たし、政策ア ェンダの周知と政策（施策, システム）の決定・実装を推進していた。本

稿における仮説は検証された。 

今後、GovAI連合が各CIOの指導力の下で結束し、民間企業からのAI調達や開発などに対処し、交渉することによって、

政策あるいは政治起業家としての一面だけではなく、唱道連合としての機能がさらに強力に発揮される。連邦政府や州政府

による AI    、規制の構築が一進一退を続ける米 3において、GovAI 連合の影響力を注視すべきである。 

 

 

3 第 2次トランプ政権は，2025年 1月，バイデン前大統領が発令した AIに関する大統領令に基づく政策の撤回と規

制緩和を指示した．連邦政府の AI規制が今後，どのような方向に向かうのか，本稿執筆時点では不透明である． 
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7. 本研究    示唆 提言 

本稿では、米 のGovAI連合の形成、運営において公共部門CIOが重要な役割を担ったことを導き出した。すなわち、公

共部門の先端技術の導入では、自治体（団体）内部の制度やガ ドラ ンの設計、公共調達における民間事業者との交

渉（情報の非対称性の緩和）が重要になる。さらに GovAI 連合のように広域、多数の自治体・機関が連携する枠組みを

機能させるためには、政治的交渉や調整が必要である。 

先端技術の導入が求められる自治体において、理想的な CIO のコア・コンピタンスとは、（1）技術的洞察力と政策形成

力の両立、（2）組織内外との高度なコミュニケ ション能力、（3）変革を推進するリ ダ シップ、が考えられる。これは 

本を含む多くの に当てはまる可能性がある。 

しかしながら、 本の多くの自治体のCIO制度は、現状において、技術と政策で知見を持つ人材、組織内外と調整する権

限や体制という点で課題が目立つ。この状況は AI のように急速に発達する技術の導入・活用の遅れの一因となっており、理

想的 CIO 像とギ ップが存在する。 

理想と現実の乖離を踏まえ、本稿は最後に、サンノゼ市の事例を参照した上、理想的な自治体 CIO 制度を実現するため

の三つの留意点を提示したい。 

 一に、サンノゼ市 CIO の Tawfik 氏や GovAI 連合を主導する他の自治体 CIO のように、民間と公的部門の両方で豊富

な経験を持つ人材を起用・育成することを明確にする。 

 二に、GovAI 連合の事務局機能を担っているサンノゼ市の  タ 部門のように、組織・チ ムとして技術、政策、公共調

達の知見を持つ人材をそろえていく。 

 三に、サンノゼ市のように、  タ 関係の公共調達、ガバ ンスなど CIO と担当チ ムが技術の専門家にとどまるのではな

く、  タ に関する政策領域において決定権を持つ制度・組織慣行を整える。 

この三つの要素は、AI に限定せず、  タ や IoT、ブ ックチェ ンのような先端技術全般の実装と制度整備において共通

して重要である。また、米 以外の 先進  の公共団体の先端技術実装にも適用できる可能性がある。例えば、少子高齢

化が進む 本において、地方自治体の 効率化 には今後、  タ  ランスフォ メ ションに続いて、AI の本格的な導入 4 5

が欠かせない。その 、本稿で指摘した CIO コア・コンピタンスの実現、機能・権限の拡充と人材の確保は、政策ア ェンダとし

て優先度が高くなっていく。官民間の人材交流を通じた適任者の育成、民間人材サ ビスを活用した外部人材の起用、複数

の自治体を兼任できる広域 CIO 制度の普及に関して、さらなる議 が期待される。 

 

 

 

 

4 少子高齢化が加速する日本においても，地方自治体は業務の効率性を高め，公共サービスを維持していくことが求め

られている．総務省は 2022年 6月に公表した「自治体における AI活用・導入ガイドブック＜導入手順編＞」で，一部

の自治体では「地域課題の解決に向けて AIを活用する事例が出てきており，今後はより多くの自治体で AIの導入が進

められていくことが期待（される）」と指摘した上，導入の指針を示した． 

5 自治体同士が自発的に AI関連情報を連携させる枠組みは，日本においても生まれている．例えば，神奈川県横須賀

市と文章投稿型ソーシャルネットワークを展開する note株式会社は 2023年 8月，ポータルサイト「自治体 AI活用マガ

ジン」を開設し，自治体間の知見や情報の共有に乗り出した．サイトに 2025年 5月現在，23の自治体が参加している．

ただし, 米国の GovAI連合のような契約ハブやテンプレート共有の動きは見あたらず，今後，連携が強化されるのか注

目される． 
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        グ  プは、 本における    ア ア パシフィック リミテッドおよび    ネッ ワ クのメンバ である    

    合同 社ならびにそのグ  プ法人（有限責任  法人    、        リスクアドバ ザリ 合同 社、 

       コンサ ティング合同 社、        ファ  ンシ  アドバ ザリ 合同 社、        税理士法

人、    士法人および        グ  プ合同 社を含む）の総称です。        グ  プは、 本で最大

 のプ フェッショ  グ  プの とつであり、各法人がそれぞれの適用法 に いプ フェッショ  サ ビスを提供しています。

また、 内約  都市に  人 の専門家を し、多  企業や主要な 本企業をクラ アン としています。詳細は    
    グ  プ   サ  、                    を 覧ください。

        （    ）とは、     ウシュ     リミテッド（      ）、そのグ  バ ネッ ワ ク組織を構成するメンバ 

ファ ムおよびそれらの関係法人（総称して     ネッ ワ ク ）の とつまたは複数を指します。     （または         
       ）ならびに各メンバ ファ ムおよび関係法人はそれぞれ法的に 立した別個の組織体であり、 三者に関して相 
に義務を課しまたは 束させることはありません。     および    の各メンバ ファ ムならびに関係法人は、自らの作 および

不作 についてのみ責任を い、 いに他のファ ムまたは関係法人の作 および不作 について責任を うものではありま

せん。    はクラ アン へのサ ビス提供を行いません。詳細は                          を 覧ください。
    ア ア パシフィック リミテッドは    のメンバ ファ ムであり、保証有限責任 社です。    ア ア パシフィック リミ

テッドのメンバ およびそれらの関係法人は、それぞれ法的に 立した別個の組織体であり、ア ア パシフィックにおける    を
 える都市（オ クランド、バンコク、 京、ベンガ   、ハノ 、  、  カ タ、クアラ ンプ  、 ニラ、メ ボ ン、ムン

バ 、ニュ  リ 、大 、ソウ 、上 、シンガポ  、シドニ 、  、東京を含む）にてサ ビスを提供しています。

        （    ）は、最先端のプ フェッショ  サ ビスを、                    の約 割の企業や多数のプラ ベ  
（非公開）企業を含むクラ アン に提供しています。    は、 本市場に対する社 的な信 を高め、クラ アン の変

革と繁栄を促進することで、計 可能で 続性のある成果をもたらすプ フェッショ  の集団です。    は、創設以 

    の歴 を有し、    を える ・地域にわたって活動を展開しています。                                をパ パス
（存在理 ）として標 する    の約    人の人材の活動の詳細については、                 を 覧ください。

本  は 様への情報提供として一般的な情報を  するのみであり、     ウシュ     リミテッド（    ）、そのグ

  バ ネッ ワ ク組織を構成するメンバ ファ ムおよびそれらの関係法人（総称して     ネッ ワ ク ）が本  をもっ

て専門的な 言やサ ビスを提供するものではありません。 様の 務または事業に影響を与えるような意思決定または行

動をされる前に、適切な専門家に 相 ください。本  における情報の 確性や完全性に関して、いかなる表明、保証ま

たは確約（明示・ 示を問いません）をするものではありません。また     、そのメンバ ファ ム、関係法人、社員・職員また
は代理人のいずれも、本  に  した人に関係して直 または間 に発生したいかなる  および 害に対して責任を

 いません。    ならびに各メンバ ファ ムおよび関係法人はそれぞれ法的に 立した別個の組織体です。
       それぞれの認証  はこちらを 覧ください
                                       


